
ｉ-Constructionについて

北陸地方整備局 企画部

令和２年度 前期

（前期）生産性向上等説明会資料

※本資料は、国土交通省本省及び北陸地方整備局が作成した資料等により構成されています。
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ＩＣＴ施工の基礎知識
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従来施工とＩＣＴ施工の比較（建設機械自動制御）

TSやGNSSを用いて、排土板の位置・標高をリアルタイムに取得し、３次元データとの差分に基づ

き、建設機械（排土板など）を制御するシステム。

※主な導入効果

①施工効率の向上、仕上げ面の平坦性 ②検測作業の省力化、丁張り設置省略 ③熟練オペ
レータ不足対応。

ＩＣＴ施工

北陸地方整備局
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ＩＣＴ施工に必要な測位技術

「GPS」と「GNSS」

・人工衛星を用いて３次元の位置と時間(x,y,z,t)を計測するシステム

・GPSは米軍が開発し、民生用に利用されている衛星測位システム

・GPS(米国)の他、ロシアのGLONASS、欧州等のGALILEO等も含む、人工衛

星を利用した測位システムの総称がGNSS

GNSS: Global Navigation  Satellite System

GPS: Global Positioning System

北陸地方整備局
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準天頂衛星みちびき 2018年度よりオープンサービス開始

・GPSと互換があるため、衛星捕捉環境（４基以上）が改善される

・GPSに準拠した信号（ L1、L2、L5）に加え高精度の「L6」信号を放送予定

・5機以上の衛星捕捉で、移動体で水平誤差12cm以下、垂直誤差24cm以下の精度

・補正情報の取得が不要（RTK方式：基地局、VRS方式：電子基準点等から補正情報取得）

北陸地方整備局

初号機

ブロックIQ ブロックIIQ ブロック

IIG

準天頂軌道 準天頂軌道 静止軌道

1機 2機 1機

L1C/A ◎ ◎ ◎ 衛星測位サービス

L1C ◎ ◎ ◎ 衛星測位サービス

サブメータ級

測位補強サービス

災害・危機管理通報

サービス

◎

2020年頃
から配信

予定

L2C ◎ ◎ ◎ 衛星測位サービス
1227.60M

Hz

L5 ◎ ◎ ◎ 衛星測位サービス

L5S - ◎ ◎ 測位技術実証サービス

センチメータ級

測位補強サービス

Sバンド - - ◎ 衛星安否確認サービス 2GHz帯

- - SBAS配信サービス

1176.45M
Hz

L6 ◎ ◎ ◎
1278.75M

Hz

信号名称

2～4号機

配信サービス
中心周波

数

1575.42M
HzL1S ◎ ◎ ◎

L1Sb
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ＩＣＴ施工に必要な測位技術

TS GNSS

〈特 徴〉

・精密な測位

・制御情報の伝達

・測量機器として活用

・有効半径の制限

・１対１制御

・天候による使用制限

〈特 徴〉

・単独での測位

・複数機器での運用

・現場間のデータ共有

・測量精度の限界

・衛星状態による制限

・外国衛星頼み

・基地局の設置必要

TS GNSS

〈特 徴〉

・精密な測位

・制御情報の伝達

・測量機器として活用

・有効半径の制限

・１対１制御

・天候による使用制限

〈特 徴〉

・単独での測位

・複数機器での運用

・現場間のデータ共有

・測量精度の限界

・衛星状態による制限

・外国衛星頼み

・基地局の設置必要

北陸地方整備局
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【３次元起工測量】
現地盤形状を取得する

空中写真測量
（UAV)

〇連続写真から、対応点を探索
〇既知点座標を入力し3次元図化

レーザスキャナ

３次元図化

直接計測

連続写真

ソフトによる点群復元

3次元座標をもった点データへ

ドローン

• 英語：Unmanned Aerial Vehicle ／ Drone

• 日本語：無人航空機 ／ ドローン

→ 自律制御や遠隔操作により飛行することができる。デジタルカメラを
搭載することで、空中写真測量に必要な写真の撮影ができる。

• 空中写真測量
→ 航空機などを用いて上空から撮影された連続する空中写真を用いて、

対象範囲のステレオモデルの作成や地上の測地座標への変換等を行い、

地形や地物の３次元の座標値を取得すること。

撮影方向

ＵＡＶ（無人航空機）

カメラ

●高密度・広範囲に、
短時間で撮影することが
可能。
点群データ化の処理には

データ処理時間が必要

ＵＡＶとは？

• 英語：Terrestrial Laser Range Scanner / 3D scanner

• 日本語：地上型レーザスキャナ / 測域センサ

• 計測対象に触れることなく地形や構造物の三次元データを取得可能なノン
プリズムの計測機器。
（デジタルカメラの各画素に対して、XYZ座標が得られる）

• トータルステーションと同様に、光波測距儀と測角器械を用いて、距離と
角度を計測する。

• TSとの最大の違いは、計測周期であり、１秒間に数千～数十万点の情報を
取得することが可能。計測距離は100ｍ～1000ｍ以上まで多様。

●面的な点群データを、
高密度・広範囲に、
短時間で取得する。

ＴＬＳとは？

測量技術

ナローマルチビーム
・マルチビーム（multi beam）とは、ナロー（細か
い）マルチ（複数の）ビームによる測深が名前の由
来で、ナローマルチビーム測深のこと。

・従来のシングルビーム測深（１素子）が海底を送
受波器直下の水深情報を線で計測しているのに対し
て、ナローマルチビーム測深は面的に詳細な海底地
形を計測するもの。

ナローマルチビームとは？

北陸地方整備局
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• ３次元設計データの構成要素
→ 平面線形、縦断線形・横断面形状を構成要素と

し、面的な補完計算を行ったもの。

• ＴＩＮデータ
→ ＴＩＮ（不等三角網）とは、

triangulated irregular networkの略。

地形や出来形形状などの表面形状を、３次元

表示する、最も一般的 なデジタルデータ構造。

• 出来形管理図（ヒートマップ）
→ ３次元設計データと出来形計測データを用い

て、各ポイントの標高較差（垂直離れ）を表

した分布図。

• 計測点群データ
→ ３次元物体を、点の集合体で表したもの。

（拡大すると、デジタルカメラの画像のように

「点」になる）
→ 計測で得られた、 ３次元座標値で地形や地物を

示す点群データ。データ処理（不要な点の削

除・点密度調整など）前のデータ。

ＣＳＶやＬａｎｄＸＭＬなどで出力される。

設計技術（３次元データの種類 ）
北陸地方整備局
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■GNSS受信
機

■GNSS ｱﾝﾃﾅ

コントロールボックスモニタ画
面

【MC・MGバックホウ】

■ﾁﾙﾄ(傾き)ｾﾝｻ バケット刃先位置測定
ｶｳﾝﾀｰｳｪｲﾄ上GNSS、4つのチルトセンサからバケット刃先
の位置・傾きを算出して、バケット刃先位置を計測。

基地局

ライトバー
目標面に対するバケット
刃先位置を色でナビゲー
ト。
画面左側に大きく表示さ
れ、
レバー操作しながら確認
でき効率良く作業が可能。

アイコン操作
階層の深いメニュー操作でなく、

よく使うメニューをアイコン表示
し、直感的な操作が可能。

マッピング表示
GNSSアンテナと
車両センサを用いて、
バケット軌跡で
仕上り面をモニタで
確認が可能。

正対コンパス
目視では合わせにくい目標面に
対するバケット刃先の正対度を、
矢印の向きと色でナビゲート。
正対させるのが簡単で法面施
工で特に威力を発揮。

サウンドガイダンス
目標面に対するバケット刃先位
置を音でナビゲート。
刃先を注視する作業などライト
バーを見ることができない状況

で有効。

イメージし易い
3D表示
車体、設計面とも実写に近い
3Dで表示可能。

■モニタ ■ｺﾝﾄﾛｰﾗ

MC・MGとは？

作業機の位置を計測し
システムが油圧を制御し

作業機を自動でコントロール

ＭＣ： マシンコントロール
Ｍａｃｈｉｎｅ Ｃｏｎｔｒｏｌ

作業機の位置を計測し
表示・誘導するシステム

（オペレータの操作をサポート）

ＭＧ： マシンガイダンス
Ｍａｃｈｉｎｅ Ｇｕｉｄａｎｃｅ

フルオート マニュアル

マシンガイダンス（ＭＧ）概要

作業機位置算出

設計データ比較

差分を上下表示

ショベル刃
方向表示

測位開始

GNSS受信

バケット操作
（手動）

マシンガイダンス機能は、ＧＮＳＳにより車両位
置・方向を測位し、各種センサにより刃先の位置を
測位して、設計データとの差分をモニタに表示する。

オペレータはモニタの
設計面と刃先の位置を
確認しながら操作する。

マシンコントロール（ＭＣ）概要

GNSS アンテナ
GNSS（GPS・GLONASS）から
の信号を受信する
アンテナ

GNSS 受信機

GNSS受信機はGNSS（GPS・
GLONASS）からの信号を処理して、
リアルタイムに車体（アンテナ）の
位置を検出する。

コントロールボックス

マシンコントロール用の大画
面モニタ、タッチスクリーン

操作になっている。

ICTセンサコントローラ
ストロークセンサ付きシリンダ
とIMU（慣性）センサからの信
号を演算用に加工し、バケッ
ト刃先の位置を作業機コント
ローラに伝達する。

作業機コントローラ
刃先の現在位置・設計面から
必要な動作量を制御する。
後述の自動整地アシスト、 自
動停止を制御する。

ＩＣＴ建設機械

３D-MGバックホウを活用
した受注者の感想

水中部など、目視が困難な箇所で
有効な技術。また、機械の施工精度
も高い。

モニタに合わせて施工するため、オ
ペレータの技量に左右されない。効
率もアップした。

北陸地方整備局
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【ＭＣ・ＭＧブルドーザ】

ＭＣブルドーザ
オペレータは、車両の前後左右の操作のみを行い、
ブレードは自動で設計面に合わせて上下する。

ＭＧブルドーザ
オペレータは、モニタに映し出される設
計データと現地データとの差分を確認
して操作を行う。設計面を削ろうとする
と車体及びブレードの動作に制限がか
かる。

ＭＣ（ブルドーザー）

【ＴＳ・ＧＮＳＳによる締固め管理】
ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた締固め管理技術の構成例

固定局（基地
局）

位置情
報

移動局（締固め機）

（RTK－GNSSを用いた場合の構成例）

締固め回数

１回

締固め回数

１回

２回

移動と共に通過範囲のメッシュが通過回数別に変わる

角度セン
サ

コントロールボックス

およびディスプレイ

GNSS (移動局)
(ﾌﾞﾚｰﾄﾞの位置、向き）

油圧バルブ

ＴＳ仕様の場

合は 自動追尾

型ＴＳ

ＴＳ仕様の場合

は 全方位プリ

ズム

無線機

ブルドーザーの場合の構成例

コントロールボックス

ホイールローダの場合の構成例

※ TS（トータルステーション） は測量機器の一
つで、 距離を測る光波測距儀と、角度を測るセオ
ドライトとを組み合わせたものであり、従来は
別々に測量されていた距離と角度を同時に観測で
きる。
※ GNSS（全地球航法衛星システム）"Global 
Navigation Satellite System"(GNSS) 。国土地理
院が定める公共測量に係る作業規程の準則におい
て、従来の「GPS測量」の用語に代えて、2011
年4月からは「GNSS測量」の用語を使用するよう
に改訂された

ＩＣＴ建設機械
北陸地方整備局
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i-Construction

～建設現場の生産性向上～
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i-Construction ～建設現場の生産性向上～

ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ土工）
全体最適の導入

（コンクリート工の規格の標準化等）
施工時期の平準化

・閑散期に工事が動くように平準化

・資機材・人材の効率的な活用
・労働環境の改善

非効率な現場毎の一品設計・生産

全体の最適化を目指し規格を標準化
・部材の工場製作

３次元ﾃﾞｰﾀ化による効率化

◆求める先の目的 ① 経営環境の改善
② 賃金水準の向上

③ 安定した休暇の取得
④ 安全な現場

測量 設計 施工

検査管理

ｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ トップランナー施策

11
- 12 -



ＩＣＴ活用工事（土工）の状況

19
16 32

23 37
26

40

20

40

60

80

対象数 実施数対象数実施数 対象数実施数 調整中

H29年1月～12
月

H30年1月～12
月

H31年1月～R1年12月

【地整全体】ＩＣＴ土工実施状況（Ｒ２年３月末時点）
（件）

【参考】自治体のＩＣＴ土工実施状（Ｒ２年３月末時点）

（件） （件）

（件）

【新潟県】ＩＣＴ土工実施状況 【富山県】ＩＣＴ土工実施状況

【石川県】ＩＣＴ土工実施状況

• 北陸地方整備局のＩＣＴ土工の活用状況は年々拡大。実施数はＨ29年の61件からＨ30年は98件で約1.6倍に拡大。
さらに、R1年は131件に増加（R2年3月末時点）。

• 自治体においてもH29年度39件からH30年度70件に増加し、R1年度も68件（河川浚渫工含む）で定着。
• 北陸地方整備局管内の各県におけるＩＣＴ土工の実施状況は増加傾向で概ね定着。

（件） 【管内その他】ＩＣＴ土工実施状況

H29年度 H30年度
R1年度

計
土工

河川浚渫
工

新潟県 19 26 21 0 66

富山県 2 10 11 0 23

石川県 15 33 30 4 82

新潟市 3 1 2 0 6

合計 39 70 64 4 177

114 61

171
98

214

131

220
20
40
60
80

100
120
140
160
180
200
220
240

対象数 実施数 対象数 実施数 対象数 実施数 調整中

H29年1月～12
月

H30年1月～12
月

H31年1月～R1年12月

45 24
67 45

100 65

130
20
40
60
80

100
120

対象数実施数対象数実施数対象数実施数調整中

H29年1月～12
月

H30年1月～12
月

H31年1月～R1年12月

24 10 31 17
51

25

20

20

40

60

80

対象数実施数対象数実施数対象数実施数調整中

H29年1月～12
月

H30年1月～12
月

H31年1月～R1年12月

26 11
41

13 26 15

30
10
20
30
40
50
60
70
80

対象数 実施数対象数 実施数 対象数 実施数調整中

H29年1月～12
月

H30年1月～12
月

H31年1月～R1年12月
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ＩＣＴ活用工事の状況【舗装工・河川浚渫工・チャレンジ砂防プロジェクト】

【参考】自治体のＩＣＴ舗装実施状況（R2年3月末時点）

地整全体実施状況（R2年3月末時点）

• 北陸地方整備局のＩＣＴ舗装工の活用状況は年々拡大。実施数はH29年の5件からH30年は7件に増加、R1年は8件で横ばい（R2年
3月末時点）。自治体においてもH29年度の5件からH30年度は11件に増加し、R1年度も10件で横ばい。

• ＩＣＴ河川浚渫工はH30年は1件、R1年は3件実施。
• 北陸独自の「チャレンジ砂防プロジェクト（ＩＣＴ砂防・ほくりく）」は19件の工事で実施。

ICT舗装工 ICT河川浚渫工

ﾁｬﾚﾝｼﾞ砂防ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（ICT砂防・ほくりく）

地整全体実施状況（R2年3月末時点）

地整全体実施状況（R2年3月末時点）

H29年度 H30年度 R1年度 計
新潟県 1 6 0 7

富山県 0 2 2 4

石川県 4 2 7 13

新潟市 0 1 1 2

合計 5 11 10 26

5
4

15 7
22 8

7
0

5

10

15

20

25

対象数 実施数 対象数 実施数 対象数 実施数 調整中

H29年1月～12
月

H30年1月～12
月

H31年1月～R1年12月

工種 工事数 Ｈ30年
1月～12月

Ｈ31年1月～
Ｒ1年12月

ICT河川浚渫工
(H30年度～）

対象数 1 4

実施数 1 3

調整中 0 1

工種 工事数 Ｈ31年1月～
Ｒ1年12月

ICT砂防・ほくりく
（H31年～）

対象数 55

実施数 19

調整中 1

13
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チャレンジ砂防プロジェクトの取組（ＩＣＴ砂防・ほくりく）

ﾁｬﾚﾝｼﾞ砂防ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（ICT砂防・ほくりく）実施状況

対象工事：H31.1～R1.12月公告工事（R2年2月末時点）

• Ｈ30年12月北陸独自に「チャレンジ砂防プロジェクト」を立ち上げ、「ＩＣＴ砂防・ほくりく」を導入
• ＩＣＴ建機での施工が困難で、ＵＡＶ/レーザスキャナ測量による施工効率・安全性の向上が図ることが出来る工事を対象とし、
施工者希望Ⅱ型で発注

• Ｒ１年は１９件の砂防工事で実施し、土工、法面工及び、堰堤工における起工測量や出来形管理にＩＣＴ技術を活用
• 施工者アンケートでは、ＩＣＴ技術を導入したことにより「期待していた程度の効果が得られた」、「期待していた以上の効果
が得られた」、「著しい効果が得られた」との意見が大多数

事務所
工事数 実施工種※

対 象 実 施 調整中 土 工 法面工 堰堤工

湯沢砂防 ５ ２ ２

黒部河川 ２ １ １ １

立山砂防 ６ ４ ４

金沢河川国道 ７ ５ １ ２ ２ ３

飯豊山系砂防 １ ０

松本砂防 ２７ ５ ２ ３

神通川水系砂
防

７ ２ ２

阿賀野川 ０ ０

合計 ５５ １９ ２ １２ ６ ３※複数工種を実施している工事あり

「ICT砂防・ほくりく」施工者アンケート

■ＩＣＴを活用したそれぞれの用途についてＩＣＴの満足度を５段階で評
価（ｱﾝｹｰﾄ数N=10）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

３次元データ納品

３次元出来形管理等の施工管理

３次元設計データ作成

著しい効果が得られた 期待していた以上の効果が得られた

期待していた程度の効果が得られた 期待した程は効果が得られなかった

期待した効果が全く得られなかった
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チャレンジ砂防プロジェクト

導入促進ＷＧ 技術開発ＷＧ BIM/CIM活用ＷＧUAV活用ＷＧ

砂防工事における
i-Constructionを導入促

進するための各種施策
に関する検討を行う。

具体的な現地フィールド
を設定して、現場環境や
施工条件等に応じた砂
防ＣＩＭガイドラインを検
討する。

砂防ICTの実現にあた

って、より生産性を向上
させるための建設機械（
ソフト含む）、アタッチメン
ト等の技術開発を検討す
る。

無人化施工技術の高
度化を検討する。

砂防設備の点検等にお
いてUAVの全面的な活

用に資する技術指針等
の検討及び砂防設備の
長寿命化におけるUAV
の活用について検討す
る。

○河川工事課
技術管理課

【
目
標
等
】

【
担
当
】

○河川計画課
河川工事課
技術管理課

○施工企画課
北陸技術事務所

河川工事課

○北陸技術事務所
河川工事課
河川計画課

企画部 技術調整管理官、技術管理課、施工企画課
河川部 地域河川調整官、河川計画課、河川工事課
北陸技術事務所

砂防現場におけるi-Constructionの推進

現在、i-Construction施策の柱の一つとして進めているICT土工やUAVの活用などに関しては、現場内の転石

や狭隘な谷地形などの環境下においてマシン･コントロール、マシン･ガイダンス建機の使用等が困難なことから
砂防現場では普及が進んでいない。

一方で管内の砂防工事は、高標高域での現場が多く、作業員にとって厳しい作業環境である上に天候に左右
されやすく、冬期施工が困難なため工程管理等が極めて困難な分野と言える。

これらの実態を踏まえ、砂防現場におけるi-Constructionの導入を加速させることを目的に平成３０年１２月に
「チャレンジ砂防プロジェクト」を立ち上げた。

【プロジェクトチーム】

チャレンジ砂防プロジェクト

15
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チャレンジ砂防プロジェクト ロードマップ

概ね２年で技術開発等を完了し、Ｒ３（２０２１）年度から「本格的な砂防ICT」導入を目標とする。

WG H30 H31(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022)

導入促進

技術開発

UAV活用

BIM/CIM
活用

適宜、ガイドライン（案）の見直し

暫定版ガイドラインの試行、ガイドライン（案）の作成

ＩＣＴ技術、無人化施工技術の現地導入

制度設計
等

「ＩＣＴ砂防・ほくりく」の試験導入（「施工」除く）
「本格的な砂防ICT」導入

適宜制度・基準類等の見直し

・ＩＣＴ技術の開発目標設定及び開発、実証実験
・無人化施工技術の高度化技術開発、実証実験

情報収集
等

UAV活用ガイドライン（案）作成

情報収集
等

ＣＩＭ活用事例の収集、暫定版ガイドラインの作成

R2.3.27
「UAVによる砂防関係施設点検要領（案）」、
「砂防設備点検におけるUAV活用の手引き（案）」公表

R2.3
「ＣＩＭ導入ガイドライン(案)」に「砂防編」が追加

16
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チャレンジ砂防プロジェクトの取組（導入促進ＷＧ）

• 手取川水系牛首川上流の柳谷に砂防堰堤４基を設置する工事にＩＣＴ技術を導入。
• 工事箇所は川幅が狭く、渓岸部は崩壊しやすい切り立った法面となっており安全確保

が課題。
• これより、起工測量、法面工・コンクリート堰堤の出来形管理計測にＩＣＴ技術を活用し、

工事の効率化や安全性の向上を図るとともに、従来計測と比較し精度検証を実施。
• あわせて、工事期間中に出水で被災した既設護岸を異形ブロックで復旧する作業にお

いて、安全を確保するため無人化施工にICT（マシンガイダンスBH）を取り入れ、短い
工期の中で施工性と出来形精度の向上を図った。

■工事名：H30柳谷中流砂防堰堤群その２工事【金沢河川国道事務所】

■工期：H31.3.30～R1.12.6
■施工者：竹腰永井建設株式会社

被災状況

• 湯川・有峰二の谷合流点の不安定土砂の撤去等の渓岸対策
工事を継続的に実施。

• これまで、土石流災害の発生の恐れのあるエリアの土砂掘
削・運搬については無人化施工とし、出来形管理はＴＳによる
測定を繰り返しながら施工。

• 今回、遠隔操作バックホウにマシンガイダンス（MG）の機能を
追加。これにより、施工途中のＴＳ測定が不要となり施工性・
出来形精度が向上。

遠隔操作バックホウ（MG付）操作状況

二の谷

湯川

遠隔操作ＢＨ（ＭＧ付）
【掘削・積込】

遠隔操作ＢＨ
【敷均し】

遠隔操作ＢＨ
【移動カメラ】

遠隔操作
不整地運搬車

■工事名：有峰地区渓岸対策（二の谷）工事【立山砂防事務
所】

■工期：H31.3.9～R1.11.29
■施工者：株式会社 岡部

3次元設計データ

無人化施工実施状況

堰堤工・法面工の３次元測量・出来形管理／ＩＣＴ建機による無人化施工 ＩＣＴ建機による無人化施工【北陸初】

施工状況

工事箇所全景

法面工

堰堤工

堰堤工・法面工の３次元測量・出来形管理

ＩＣＴ建機による無人化施工

17
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技術開発ＷＧ

令和元年度は、砂防工事の ＩＣＴ施工対象工事９３件、無人化施工実
施工事９件を対象に技術開発に関するニーズ調査を実施
令和２年度は、ニーズ調査結果より遠方目視作業における効率向上
、ＧＮＳＳ受信環境が悪い箇所でも使用可能な重機について、技術開
発・新技術の適用性調査を実施する予定

①型枠ブロック設置の技術開発
型枠ブロック設置のアタッチメントに

適応したＭＧの開発

令和２年度技術開発・新技術適用調査内容

②無人化施工対応のＭＣ・
ＭＧ装置適用性調査

遠隔操作における操作性
向上が見込まれる、ＭＣ・Ｍ
Ｇ製品について砂防現場で
の適用性を調査

③ブレーカー仕様ＭＧの技術開発
自動追尾ＴＳを利用したブレーカー仕
様バックホウのＭＧの開発

【現地実証実験】
■新潟県五泉市大蔵地先
■対象施設：風越堰堤（新潟県所管）
■実験立会；北陸地方整備局、新潟県

【実証内容】
■1フライト：高度120mからの概括把握
■2フライト：自律飛行
■3フライト：ズーム機能付高性能カメラ

による点検

平成30年よりUAVによる砂防施設点検の調査・検討に着手
令和元年度10月31日に新潟県と合同で現地実証実験及び意見交
換を実施
実証実験の結果、概括的な施設確認を自律飛行で従来点検
（約６０分）の半分の時間で実施できることを確認
本実験を踏まえ、UAVによる施設点検検討をさらに推進し、
「UAVによる砂防関係施設点検要領（案）」、「砂防設備点検におけ
るUAV活用の手引き（案）」を策定（R2.3.27公表）

UAV活用ＷＧ

チャレンジ砂防プロジェクトの取組（技術開発ＷＧ、ＵＡＶ活用ＷＧ）
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ＣＩＭ導入ガイドライン（案）砂防編の策定

「砂防構造物CIMモデルの基本的な構造」 「成果物と砂防
構造物CIMのモデルとの関係」、「モデル作成指針」、「属性
情報」について掲載した

CIM(Construction Information Modeling/Management)は、計画、調査、設計段階から 3 次元モデルを導入す
ることにより、その後の施工、維持管理の各段階においても 3 次元モデルを連携・発展させて事業全体にわたる関係者間の
情報共有を容易にし、一連の建設生産システムの効率化・高度化を図ることを目的としている。
CIM導入ガイドライン（砂防編）は、砂防構造物（砂防堰堤及び床固工、渓流保全工、土石流対策工及び流木対策

工、護岸工、山腹工）の調査・設計段階でCIMモデルを作成すること、作成されたCIMモデルの施工時の活用につながるこ
とを目的とする。

CIM導入ガイドライン（砂防編）の目的

二次元図面では、視覚的に想定しづらい部位に対しても漏
れなく設計照査を行うことができ、図面作成や数量計上の漏
れに防止など短時間で精度の高い設計照査が可能

砂防構造物CIM活用による導入効果

砂防構造物CIMモデルの構造例

砂防構造物CIMモデルの基本的な考え方

構造物モデル
(砂防堰堤工)

構造物モデル
(付帯工)

地形モデル

掘削線までの
カゴ枠不足

カゴ枠の
根入れ不足

掘削線までのカゴ枠不足

チャレンジ砂防プロジェクトの取組（ＢＩＭ／ＣＩＭ活用ＷＧ）
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測量

発注者

設計・
施工計画 出来形管理 納品・検査

ICT砂防･ほくり
く

（試行）

③従来型建機による
施工でも可能

④UAV/ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅに
よる出来形管理計測

①UAV/ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等による
３次元測量

②３次元設計データ作成
（任意）

UAV、レーザースキャナ等による写

真測量等により、短時間で面的（高
密度）な３次元測量を実施。

３次元測量データ（現況地形）と設
計図面との差分から、施工量（切
り土、盛り土量）を自動算出。

ドローン等による３次元測
量を活用した検査等により、
出来形の書類が不要とな
り、検査項目が半減。

測量 設計・
施工計画

納品・検査従来方法 施工

・危険作業の解消
・測量作業の時間短縮

出来形管理

・危険作業の解消
・測量作業の時間短縮

現地の施工は従来型
建機による施工でも可
能。無人化施工も可能。

⑤３次元データの納
品・検査

UAV、レーザースキャナ

等による写真測量等によ
り、短時間で面的（高密
度）な出来形計測を実施。

砂防工事において、起工測量・出来形管理にUAV・ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等、ICTを
最大限活用することにより、工事現場の生産性・安全性が向上！

チャレンジ砂防（ＩＣＴ砂防・ほくりくの試行）

※2019年1月以降に入札手続きを開始する工事から適用 20
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【施工者希望Ⅱ型】
（１）総合評価の対象としない

《ＩＣＴ活用工事を実施する場合》
（２）工事成績で加点評価する（２点）
（３）必要経費は変更計上する

《ＩＣＴ簡易型活用工事を実施する場合》
（２）工事成績で加点評価する（１点）
（３）必要経費は変更計上する

ＩＣＴ土工の対象工種種別を含む一般土木工事、ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工事、ｾﾝﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装工事、法面処理工事、維持修
繕工事で、従来施工において土工の土木工事施工管理基準（出来形管理基準及び規格値）を適用している工事

【対象工種】 河川土工、海岸土工、砂防土工、道路土工の掘削工、盛土工、路体盛土工、路床盛土工、法面整形工

Yes

Yes

No

【発注者指定型】

（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は当初設計で計上

【施工者希望Ⅰ型】
《ＩＣＴ活用工事を実施する場合》
（１）総合評価で加点評価する
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

No

①～④のいずれかを実施
（１）工事成績で
加点評価する（１点）
（２）必要経費は
変更計上する

「ＩＣＴ活用工事」、
「簡易型ＩＣＴ活用工事」

を実施しない場合

「ＩＣＴ活用工事」
次の①～⑤の全ての段階でICT施工技術を

活用する工事をＩＣＴ活用工事とする。※注１

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理等の施工管理
⑤ ３次元データの納品

※注１
起工測量、出来管理にあたっては現場条件により面的計測が非効率となる場合は、管理断面及び変化点の計測による測量が選択出来る。
砂防工事など施工現場の環境条件により③ICT建機による施工が困難となる場合は、従来建機による施工を実施してもよい。

土工量
10,000m3以上

予定価格が

３億円以上
または 土工量
50,000m3以上

掘削工10,000m3
盛土工 8,000m3

「簡易型ＩＣＴ活用工事」
 ＩＣＴ活用工事の①～⑤のうち、①、③につ
いては受注者の希望により実施を選択し、
②、④及び⑤を必須として実施した工事を簡
易型ＩＣＴ活用工事とする。

Yes

ＩＣＴ活用工事（土工）の実施方針【Ｒ２発注方式】
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【施工者希望Ⅱ型】
《①～⑤を全面活用する場合》

（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

「アスファルト舗装工事」「コンクリート舗装工事」または、「一般土木工事」のうち、対象工種種別を含む工事

入札公告時に「ICT活用工事」に設定

※舗装（路盤工含む）面積3,000m2以上

予定価格が
３億円以上

又は
ＡＳ舗装
ランクＡ

Yes

Yes

No

【発注者指定型】
（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は当初設計で計上

【施工者希望Ⅰ型】
《①～⑤を全面活用する場

合》
（１）総合評価で加点評価する
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

①～④のいずれかを
実施
（１）工事成績で
加点評価する（１点）
（２）必要経費は
変更計上する

「ICT活用工事」
建設生産プロセスの全ての段階

においてICT施工技術を全面的に
活用する工事

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理
⑤ ３次元データの電子納品
※前工事がＩＣＴ土工等で、３次元測量デ
ータを貸与した場合、①は省略可能。

○ 対象工種（工事区分）は、舗装工（舗装、水門）、付帯道路工（築堤・護岸、堤防・護岸、砂防堰堤）
○ 対象種別は、アスファルト舗装工、コンクリート舗装工、半たわみ性舗装工、排水性舗装工、グースアスファルト舗装工
○ 対象種別において、従来より出来形管理基準及び規格値（従来基準）により施工していた工事

路盤工
5,000m2

以上

No

注１ 数値はＩＣＴ建機（ＭＣモータグレーダ等）により路盤工の施工が可能な面積であり、路盤工を含まない舗装、急速施工で行う舗装打換え、
   小型ＢＨ・人力施工、歩道舗装は対象面積に含まないものとする。
注２ 起工測量・出来形管理については、標準的に面管理（ＴＬＳ測量）とするが、施工現場の環境条件により面的な計測のほか、管理断面及び
   変化点による測量（ＴＳ測量）を選択してもＩＣＴ活用工事とする。

注1

Yes

No

施工箇所が
現道交通（乗り入れ含む）

の影響を受けない

注1

ＩＣＴ活用工事（舗装工）の実施方針【Ｒ２発注方式】

「ＩＣＴ活用工事」
を実施しない場合
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平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度
令和３年度

(予定）

i-Constructionに関する工種拡大(案)

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度コンクリート舗装）

ICT浚渫工（港湾）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（浅層・中層混合処理）

ICT付帯構造物設置工

○主要工種から順次、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充。

ICT基礎工・ブロック据付工

ICT法面工（吹付工）

ICT地盤改良工（深層）

ICT法面工（吹付法枠工）

ICT舗装工（修繕工）

民間等の要望を踏まえた
基準の策定・改定

（港湾）

ICT構造物工

23
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ＩＣＴ地盤改良工（深層混合処理工）

ICT活用工種の拡大 ICT地盤改良工（深層混合処理工）

施
工
基
面
整
正

撹
拌
装
置
移
動

改
良
長
管
理

出
来
形
管

理

〇改良位置出しに衛星測位を用いた誘導システムを活用

杭
芯
位
置
出
し

撹
拌
装
置
誘
導

ス
ラ
リ
ー
撹
拌

写
真
管
理等

管
理

ス
ラ
リ
ー
流
量

杭芯位置管理表

Ａパターン Ｂパターン

No.3 No.4 No.5

A1 A2 A3 A4 A5 A6 A7 A8 A9 A10 A11

1

2

3

4

5

6

7

8

9

施工履歴データ
を活用し、設計
改良長を満足す
る改良体を自動
的に着色

全体改良範囲図

〇施工履歴データを活用し出来形管理資料を自動作成

杭番号 Δx Δy 基準髙

No.3-1 ○.○○
cm

○.○○
cm

+2cm

No.3-2 ○.○○
cm

○.○○
cm

+1cm

No.3-3 ○.○○
cm

○.○○
cm

+2cm

No.3-4 ○.○○
cm

○.○○
cm

+3cm

施
工
用
デ
ー
タ

【ICT地盤改良工（深層混合処理工）】

・スラリー撹拌工施工時の杭芯位置だし・撹拌装置誘導に3Ｄ設計データと衛星測位を用いることで
改良位置の目印設置作業・誘導作業が不要

・施工履歴データを用いた出来形管理により、改良位置及び改良深さを記録、基準高・杭間距離の
計測で行われていた掘り起こしを省略

・出来形に関する写真管理を一部省略 注）改良全長を対象としたコア採取は従前同様必要

品
質
管
理

改良位置までの
前後・左右方向
の距離を表示

従来：

改良位置
目印設置

・ＩＣＴ施工工種拡大に伴い策定した基準
施工履歴データを用いた出来形管理要領（案）（固結工（スラリー撹拌工）編） （仮称）

※フローで囲みがないものは従来手法を想定、

契

約

24
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ＩＣＴ法面工（吹付法枠工）

ICT活用工種の拡大 ICT法面工（吹付法枠工）

事
前
測
量
実
施

契

約

法
面
清
掃

面
積
確
認

割
付
け
図
作
成

契
約
照
査

割
付
の
現
場
設
置

【ICT法面（吹付法枠工）】

・現況測量・出来形管理にＵＡＶ・ＴＬＳ・ＴＳ（ノンプリ）等を用いることで、斜面上での計測作業を削減
・斜面の複雑な凹凸を面的に計測することで、計測作業を効率化
・出来形・出来高を点群等電子データを利用してデスクトップ上で安全・迅速に実施

〇起工計測にﾚｰｻﾞｽｷｬﾅやUAV等を活用
〇３Ｄ計測データを用いた施工数量（面積）変更

・斜面上の計測員不要
・短時間での作業
・自然法面の複雑な凹凸でも正確に計測できる

〇出来形・出来高計測はﾚｰｻﾞｽｷｬﾅやUAV、ノンプリＴＳの他画像記録
についても活用

〇計測データを活用して、デスクトップ上で計測を実施

網
・鉄
筋
配
置

吹

付

け

出
来
形
管
理

出
来
高
管
理

出
来
形
検
査

従来:凸凹の頂点間を
テープ測量

清掃後の法面をTLS・
UAVにより遠隔測量

1508mm

1
5

1
5

m
m

従来(ﾃｰﾌﾟ測量) TLS・UAVで点群測量 PC上で寸法計測

※フローで囲みがないものは従来手法を想定

・ＩＣＴ施工工種拡大に伴い改定した基準
３次元計測技術を用いた出来形計測要領（案） →吹付法枠工を追加 25
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切削オーバーレイ工

ICT活用工種の拡大 ICT舗装工（修繕工）

事
前
測
量
実
施

契

約

プ
ラ
イ
ム
コ
ー
ト

数
量
変
更

路
面
切
削

廃
材
搬
出

出
来
形
管
理

契
約
図
面
照
査

合
材
敷
均
し

締

固

め

出
来
形
・

品
質
管
理

【ICT舗装工（修繕工）】

・施工前の現況測量にＩＣＴを活用することにより、車道の交通規制を削減することが可能
・切削深さの出来形管理に施工履歴データの活用を選択肢として追加
・ＩＣＴ建設機械について活用を必須要件としないが活用によりインセンティブ付与

〇起工計測にTSノンプリやﾚｰｻﾞｽ
ｷｬﾅ・等を活用

〇３Ｄ計測を用いた施工数量変更

従来
ﾚﾍﾞﾙ測量

・交通規制削減
・短時間での作業

〇路面切削の施工管理において履歴データ(機械位置と切削刃先の位置或
いは施工指示値を活用）を選択肢として導入

※フローで囲みがないものは従来手法を想定、 点線の部分のＩＣＴ活用は選択による

・ＩＣＴ施工工種拡大に伴い策定した基準
施工履歴データを用いた出来形管理要領（案）（路面切削工編） （仮称） 26
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１．入門者クラス

平成29年度より、ＩＣＴ活用工事の経験がない技術者を対象とする「入門者クラス」と、ＩＣＴ活用工事経験者を対象とした
「実践者クラス」を開催
受講対象者は整備局と建設関連団体に加え、地方自治体および測量・建設コンサルタント業界団体まで拡大

令和元年度 ＩＣＴ活用講習会

２．実践者クラス

8/7西部ＢＬ 3次元データ作成実習 8/2 東部ＢＬ TLS測量実習

開催
ブロック

会場 日時
受講者数

内訳 合計

西部ＢＬ
北陸地方整備局
北陸技術事務所
富山防災センター

令和元年
5月21日(火)
13:30～16:30

民間 96名

112名自治体 9名

整備局 7名

中部ＢＬ 上越市市民プラザ
令和元年

5月22日(水)
13:30～16:30

民間 79名

104名自治体 21名

整備局 4名

東部ＢＬ 新潟県建設会館
令和元年

5月30日(木)
13:30～16:30

民間 144名

179名自治体 20名

整備局 15名

開催
ブロック

会場 日時 受講者数

東部ＢＬ
北陸地方整備局
北陸技術事務所
新潟防災センター

令和元年
8月2日(金)

10:00～16:30
民間 31名

西部ＢＬ
北陸地方整備局
北陸技術事務所
富山防災センター

令和元年
8月6日(火)

10:00～16:30
民間 29名

5/22 中部ＢＬ会場5/21 西部ＢＬ会場

5/30 東部ＢＬ会場 実機を持ち込んでの説明
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砂防現場におけるi-Constructionの導入を加速させることを目的に「チャレンジ砂防プロジェクト」を立ち上げ、令和元年度
に初めての取り組みとなる「ＩＣＴ砂防体験講習会」を開催

令和元年度 ＩＣＴ砂防体験講習会

発注事務所
現場名

【受注者名】
日時 受講者

立山砂防
Ｈ３１多枝原谷下流砂防堰堤工事

【（株）干場建設】
令和元年8月7日(水)

10:30～14:30
38名

金沢河国
H30赤岩砂防堰堤改築工事

【（株）風組】
令和元年8月22日(木)

13:30～16:30
27名

松本砂防
浦川下流工事用道路その５工事

【（株）北野】
令和元年9月9日(月)

13:00～16:00
19名

阿賀野川
馬取沢砂防堰堤その４工事

【（株）巴山組】
令和元年9月13日(金)

10:30～14:30
26名

神通砂防
平成３０年度白谷砂防堰堤群工

事
【蒲田建設（株）】

令和元年10月16日（水）
13:30～16:30

36名

講習会内容（例）
＜座学＞ ①砂防現場におけるＩＣＴ導入について

②施工現場におけるＩＣＴ活用の取り組み

＜実演＞ ③三次元設計データ作成・数量計算
④三次元起工測量・出来形測量（ＵＡＶ）
⑤ＩＣＴ建機による実演、シミュレータによる操作体験

受注者におけるICT取り組み発表 三次元設計データ作成

UAVによる測量実演 UAV測量による点群データ

ＩＣＴ建機実演 シミュレータ操作体験
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北陸ICT戦略研究会事務局（北陸地方整備局、（一社）日本建設業連合会北陸支部）において、ＣＩＭ活用工事の現場見学
会を開催

日 時 場 所 受講者

令和元年11月5日(火)
14:00～16:30

発注者：金沢河川国道事務所
石川県金沢市月浦地先～神谷内町地先
Ｈ２９－３２金沢東環月浦トンネル工事
（受注者：株式会社大林組）

44名

令和元年度 ICT活用工事現場見学会

２．開催内容
• 事業概要説明、工事概要説明
• 本工事におけるＣＩＭ取り組み説明
• 施工現場見学（トンネル・坑口）
• 受注者のその他ＣＩＭ・ＩＣＴ取組事例紹介

工事概要説明（受注者） トンネル内見学

１．開催日時・場所

北陸ICT戦略研究会事務局（北陸地方整備局）において、ＩＣＴ活用工事（河川浚渫）の現場見学会を開催

日 時 場 所 受講者

令和元年12月17日(火)
13:30～15:30

発注者：信濃川下流河川事務所
新潟市中央区新光町地先
東新潟地区河道掘削及び新光町やすらぎ堤その７工事
（受注者：株式会社水倉組）

31名

２．開催内容
• 事業概要説明、工事概要説明
• ＩＣＴ浚渫工の内容説明
• 現場見学
• ３Ｄ出来形管理についての説明

１．開催日時・場所

開会挨拶（北陸地整）

現場内見学現場内見学
29
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１．開催場所及び日時
全体で310名が受講した。

２．講義内容 ※会場ごとに内容が異なる。
・ＩＣＴ活用工事 事例報告（i-Con大賞受賞工事を含む）
・ＣＩＭ活用工事 事例報告
・令和元年度自治体支援モデル事業の取組（長野県）
・自治体によるICT活用工事の取組（新潟市・石川県）
・i-Construction推進コンソーシアムの取組について
・北陸地方整備局からの情報提供（補助金・税制優遇等）

３．実施結果
・参加者アンケートより、全体の約7割が満足との回答だった。
・参考となった内容として「現場の課題に対する工夫」や「ICT建機の効率的な使い
分け」に関する回答が多い傾向にあった。また、「実際の工事に用いた３D・４Dの設
計データを見ることができ利活用にあたり参考となった」など、好評である意見も多
かった。
・一部「専門的過ぎて難しい」という意見があった。

４．発表業者・自治体
【東部ブロック】(株)水倉組・(株)植木組・富岡建設(株)・町田建設(株)・(株)興和
【西部ブロック】南建設(株)・北川ヒューテック(株)・石川県・長野県

令和元年度のICT活用工事報告会では、東部ブロック（新潟市）及び西部ブロック（富山市）の２会場で開催
発表は、i-Con大賞受賞工事、CIM 活用工事、PRISM試行工事より選定したほか、自治体のICT活用事例を紹介
同日に「ＩＣＴ活用講習会（経営者クラス）」を合わせて開催

新潟ブロック開催の様子

開催ブロック 日時 会場 受講者計 内訳

東部ブロック
令和2年2月14日(金)

13:15～15:00
新潟県建設会館

大会議室
160人

民間 137人

自治体 10人

整備局 13人

西部ブロック
令和2年2月20日(木)

13:15～15:00
富山県民会館

304号室
150人

民間 117人

自治体 18人

整備局 15人

令和元年度 ＩＣＴ活用工事報告会

西部ブロック開催の様子
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●開催場所及び日時 参加者全体 ２４４名

北陸地方整備局管内各地域の建設業経営者を対象としたＩＣＴ活用講習会を新潟・富山及び石川の３県で初開催

管内・管外のICTトップランナー６名から、ＩＣＴ導入の投資判断を行う経営層にＩＣＴ導入メリットを直接訴える

ＩＣＴ導入に慎重な企業の背中を押すアドバイス（初期投資、人材育成、補助金、税制優遇制度の利用方向）

令和元年度 ＩＣＴ活用講習会（経営者クラス）

開催場所 開催日時 講 師 参加者

【新潟会場】

新潟県建設会館

Ｒ２年２月１４日（金）

１５：１５～１７：００

松原建設株式会社 代表取締役社長 松原 悠大 氏（富山市）
大正建設株式会社 代表取締役社長 大槻 昌克 氏（宮城県石巻市） ８０名

【富山会場】

富山県民会館

Ｒ２年２月２０日（木）

１５：１５～１７：００
株式会社吉光組 専務取締役 道 勇治 氏（小松市）
株式会社山口土木 常務取締役 松尾 泰晴 氏（愛知県岡崎市） ９０名

【石川会場】

石川県建設総合ｾ
ﾝﾀｰ

Ｒ２年２月１７日（月）

１４：３０～１７：００
株式会社郷土建設藤村組 専務取締役 藤村 英明 氏（上越市）
株式会社加藤組 取締役土木部長 原田 英司 氏（広島県三次市） ７４名

【これからICT導入を検討する企業へ向けて】
◎手始めに何から導入していくべきか？
• まずは、自動追尾TSを導入するだけでICT導入効果は実感できる。測量作業が１人で出来るため、技術者１名

が他の業務に従事できる。
• ２DMGバックホウもICT導入効果は実感できる。3次元設計データの作成不要で、「目標高さ」と「重機の爪先高

さ」がキャビン内で把握できるだけで作業効率は上がる。価格も３Dバックホウに比べ安価であり、メーカによっ
ては２D⇒３Dへアップグレード可能である。最近は、小規模土工に対応し、２DMGミニバックホウも市場に出て
きている。※２DMG：２次元マシンガイダンス 視覚的なオペ操作支援

◎具体的な導入効果は？
• 「働き方改革」 週休２日の実現、育児休暇中でもテレワークで対応が可能（点群処理、２次元データ作成など）
• 「担い手対策」 企業PRに有効、建設以外の異分野からの参入が容易（情報通信、ソフト）
• 民間宅地造成、圃場整備、建築など他分野での有効活用できる（投資したICT建機・測量機器の稼働率を上げ

る）
【行政側への期待するもの】

• 監督、検査においてもICT導入をすすめてほしい（ICT導入に伴い書類が増えることはNG）
• 新たな施工管理（ICT）と従来の施工管理を混在させない（２重管理の排除し新たな手法へ切り替え）

●主な講義内容

【石川会場】

【富山会場】

【新潟会場】

松原 社長 大槻 社長

道 専務 松尾 常務

藤村 専務 原田 部長
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ＩＣＴ普及・拡大 講習会・研修等 ロードマップ

H28 H29 H30 R1

講習会
（学ぶ）

新潟、富山、石川

報告会
（知る、活す）

小規模好事例、技術動向 新工種 BIM/CIM コンソーシアム 自治体

クラス
分け

細分化

・ＩＣＴ知識の習得機会が少ない山間地区をフォロー
・無人化施工の高度化（ＭＣ、ＭＧ、ＶＲ等）
・ＧＮＳＳ受信環境の制約への対応等

土工 業団体開催

各施工ﾌﾟﾛｾｽ

新工種 整備局開催

継続

継続

継続

継続

継続

継続

技術開発
（挑む）

・「北陸ICT戦略研究会」として官・民で分担・連携し、企画・開催（主催または後援）【継続】
・ＩＣＴの知識が浸透していない地区・地域へのフォロー ⇒ 「入門者クラス」、「チャレンジ砂防」【継続】
・自治体発注規模（小規模土工）への導入拡大 ⇒ 「実践者クラス（小規模土工）」【新規】

意見交換会

見学会
（診る、触る）

新潟 富山

入門者クラス 整備局開催

実践者クラス

土工 事務所開催

新工種 整備局開催

各砂防事務所および工事フィールド

新潟

新潟 上越

企画運営
整備局主体
⇒研究会（官・業）全体

新潟 上越 富山

舗装 付帯構造物

経営者クラス

各県建協開催
新潟、富山、石川

R２

小規模土木
ワンマンTS
2DMGミニバックホウ R3開催

（予定）対象拡大
投資判断する
経営者の意識改革

東部BL
（新潟）

西部BL
（富山）

浚渫（河川）、BIM/CIM舗装、浚渫（河川）

東部BL
（新潟）

西部BL
（富山）

東部BL
（新潟）

西部BL
（富山）

中部BL
（上越）

東部BL
（新潟）

西部BL
（石川）

中部BL
（上越）

東部BL 西部BL
整備局開催

ICT未経験者対象

ICT新規導入の
動向調査

法枠工、河床掘削等

現場支援型モデル事業（H29-R1)

チャレンジ砂防プロジェクト ICT砂防体験講習会

対象 トップランナー

継続

新潟市 富山県 長野県

自治体支援
（裾野を拡げる）

自治体主催研修 講師派遣 継続

継続

効果確認

西部BL
（富山）

東部BL
（新潟）

New

対象 新規ICT導入

機会創出
分担し多数開催

カイゼン
現場の声を施策へ

講習会で補完

小規模土木
フィールド提供 自治体
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1001人∼
501人∼1000人
101人∼500人
1人∼100人

0人(開催なし)

福島県

会津地域

山形県

置賜地域

岐阜県

飛騨地域

新潟県

下越地域

新潟県

魚沼地域

新潟県

佐渡 地域

新潟県

中越 地域

新潟県

上越 地域

長野 県

北信地方

長野 県

中 信地方

富山県

東部地域

石川 県

能登 地域

石川 県

加賀 地域

富山県

西部 地域

長野 県

東 信地方

地域別ＩＣＴ講習会等
開催状況（R1実績）

参加人数（研究会会員＋事務所開催）

●整備局主催の講習会・工事報告会は、管内３ブロックで計画し、各地域の建設技術者へ幅広く機会を提供

東部ＢＬ
新潟県下越・佐渡、山形県置賜
福島県会津

中部ＢＬ
新潟県中越・上越・魚沼
長野県北信・中信・東信

西部ＢＬ
富山県東部・西部
石川県能登・加賀
岐阜県飛騨

入門者クラス

実践者クラス

東部ＢＬ

活用工事報告会

西部ＢＬ 中部ＢＬ

凡例

開催予定地と対象地域

令和２年度 ＩＣＴ講習会等開催計画

ICT砂防体験講習会
1人～100人※H30年度参加者0人

New

（小規模土工）

New

New
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生産性革命のエンジン、ＢＩＭ/ＣＩＭ

とは、○BIM/CIM（Building/ Construction Information Modeling, Management）とは、
計画・調査・設計段階から３次元モデルを導入し、その後の施工、維持管理の各段階にお
いても、情報を充実させながらこれを活用し、あわせて事業全体にわたる関係者間で情報
を共有することにより、一連の建設生産・管理システムにおける品質確保と共に受発注者
双方の業務効率化・高度化を図るもの

３Ｄモデル

属性情報

（発注者）

（発注者）

３次元モデル
（設計レベル）

３次元モデル
（施工レベル）

３次元モデル
（管理レベル）

３次元モデル
（施工完了レベル）

・発注業務の効率化
（自動積算）

・違算の防止

・工事数量算出（ロット割）
の効率化

・起工測量結果
・細部の設計

（配筋の詳細図、現地取り
付け等）・干渉チェック、設計ミスの削減

・構造計算、解析
・概算コスト比較
・構造物イメージの明確化
・数量の自動算出

・点検・補修履歴
・現地センサー（ICタグ等）

との連動

・施工情報（位置、規格、出
来形・品質、数量）

・維持管理用機器の設定・施設管理の効率化・高度化
・リアルタイム変状監視

・干渉チェック、手戻りの削減
・情報化施工の推進

・地形データ（３次元）
・詳細設計（属性含む）

（施工段階で作成する方が
効率的なデータは概略とす
る）

・設計変更の効率化
・監督・検査の効率化

施工（完成時）

・現場管理の効率化
・施工計画の最適化
・安全の向上
・設計変更の効率化

・完成データの精緻化・高度化

維持・管理

調査・測量・設計

（発注者）

・適正な施設更新
・３Ｄ管理モデルの活用

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【得られる効果】

【得られる効果】
【得られる効果】

・時間軸（４Ｄ）

【追加するデータ】

施工中

３次元モデルの連携・段階的構築

施工（着手前）
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●Ｈ３０年度、Ｒ元年度BIM/CIM活用工事

R2.3月末現在●Ｒ元年度BIM/CIM活用業務

■令和元年度のBIM/CIM活用業務は４2件実施。（H30年度は29件）
■信濃川河川事務所で取り組むモデル事業（大河津分水路改修事業）の他、羽越河川国道事務所の

発注工事（一般国道７号朝日温海道路事業）においても、業務成果を引き継ぎ工事での活用を実施

大河津分水路改修事業・一般国道７号朝日温海道路事業
の業務成果を引き継ぎ工事に活用

【BIM/CIM活用業務・工事実施件数】

令和元年度 BIM/ＣＩＭの取組状況

指定 希望

新野積橋橋脚その１工事 信濃川河川 ○

新野積橋橋脚その２工事 信濃川河川 ○

大河津分水路新第二床固改築１期工事 信濃川河川 ○

大河津分水路山地部掘削その４他工事 信濃川河川 ○

大河津分水路山地部掘削その５他工事 信濃川河川 ○

大河津分水路山地部掘削その６他工事 信濃川河川 ○

大河津分水路山地部掘削その７他工事 信濃川河川 ○

大河津分水路山地部掘削その８他工事 信濃川河川 ○

大河津分水路山地部掘削その９他工事 信濃川河川 ○

朝日温海道路１１号トンネル工事 羽越河川国道 ○

10 件

工事件名 事務所名
発注方式

指定 希望

朝日温海道路５号トンネル詳細設計業務 羽越河川国道 ○

朝日温海道路６号トンネル詳細設計業務 羽越河川国道 ○

朝日温海道路７号トンネル詳細設計業務 羽越河川国道 ○

朝日温海道路（北田中地区）橋梁詳細設計業務 羽越河川国道 ○

朝日温海道路（板屋沢地区他）橋梁詳細設計業務 羽越河川国道 ○

朝日温海道路８・９号トンネル詳細設計業務 羽越河川国道 ○

朝日温海道路（北中地区他）橋梁詳細設計業務 羽越河川国道 ○

鷹ノ巣道路２号橋梁詳細設計業務 羽越河川国道 ○

平成３０年度大河津分水路山地部掘削計画検討業務 信濃川河川 ○

平成３０年度大河津分水路新第二床固詳細設計その３業務 信濃川河川 ○

国道１７号竹俣跨線橋（跨線部）詳細設計業務 長岡国道 ○

国道２５３号一国欠之上線跨道橋詳細設計業務 長岡国道 ○

朝日温海道路大須戸川橋詳細設計業務 新潟国道 ○

朝日温海道路３号トンネル詳細設計業務 新潟国道 ○

平成３０年度大沢野富山南道路橋梁詳細設計その１業務 富山河川国道 ○

平成３０年度大沢野富山南道路橋梁詳細設計その２業務 富山河川国道 ○

平成３０年度倶利伽羅防災トンネル詳細設計業務 富山河川国道 ○

平成３０年度輪島道路（２期）神田川高架橋詳細設計業務 金沢河川国道 ○

令和元年度境橋架替詳細設計業務 高田河川国道 ○

令和元年度糸魚川東バイパス予備設計業務 高田河川国道

令和元年度親不知地区道路予備設計業務 高田河川国道

朝日温海道路（遠矢崎地区）橋梁詳細設計業務 羽越河川国道 ○

朝日温海道路（府屋・堀ノ内地区）橋梁他詳細設計業務 羽越河川国道 ○

朝日温海道路（勝木地区）道路等詳細設計その２業務 羽越河川国道 ○

朝日温海道路１２号トンネル詳細設計業務 羽越河川国道 ○

朝日温海道路（碁石地区）橋梁詳細設計 羽越河川国道 ○

平成３１年度大河津分水路改修CIM活用マネジメント業務 信濃川河川 ○

野積橋撤去他詳細設計業務 信濃川河川 ○

大河津分水路新第二床固段階施工計画検討業務 信濃川河川 ○

国道１７号三俣防災トンネル詳細外設計業務 長岡国道 ○

国道１７号新浦佐大橋（高架部）詳細設計業務 長岡国道 ○

国道２５３号八箇峠道路（野田ー余川地区）道路詳細設計業務 長岡国道 ○

国道１７号六日町バイパス予備及び詳細設計業務 長岡国道 ○

朝日温海道路大毎跨道橋詳細設計業務 新潟国道 ○

朝日温海道路明神川橋外詳細設計業務 新潟国道 ○

令和元年度大沢野富山南道路（岩木新地区他）道路詳細設計業務 富山河川国道 ○

令和元年度大沢野富山南道路（７号橋）橋梁詳細設計業務 富山河川国道 ○

令和元年度大沢野富山南道路（８号橋）橋梁詳細設計業務 富山河川国道 ○

令和元年度六家立体・大沢野富山南道路橋梁予備設計業務 富山河川国道 ○

令和元年度田鶴浜七尾道路　鷹合川橋詳細設計業務 金沢河川国道 ○

令和元年度小松バイパス八幡ＩＣ橋外１橋詳細設計業務 金沢河川国道 ○

平成３１年度高瀬川左岸トンネル水文地質調査業務 千曲川河川 ○

42 件

業務件名 事務所名
発注方式

技術提案

技術提案
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大規模構造物詳細設計において
BIM/CIMを原則適用
さらに、詳細設計のBIM/CIM成果品が
ある工事についてBIM/CIMを原則適用

大規模構造物については、概略設計、
予備設計においてもBIM/CIMの導入を
積極的に推進

① 令和２年度 BIM/CIM活用の実施方針 対象の拡大

令和元年度 実施方針 令和２年度 実施方針

大規模構造物予備設計からBIM/CIM
を原則適用
さらに、前工程で作成した３次元データ
の成果品がある業務・工事について
BIM/CIMを原則適用
大規模構造物については、概略設計に
おいてもBIM/CIMの導入を積極的に推
進

令和５年度までに小規模を除く全ての公共工事についてBIM/CIMを活用
BIM/CIMの更なる拡大を図るためには、適用可能な範囲から適用し、発注者が自ら
BIM/CIMを活用していくことが必要
建設生産・管理システムの一貫した3次元データの活用を前提に、原則適用範囲を拡大
令和２年度の目標については、次回推進委員会において公表
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① 令和２年度 BIM/CIM活用の実施方針 ﾘｸﾜｲﾔﾒﾝﾄの設定

• リクワイヤメントの設定は、ガイドライン等の改定に向けた課題抽出が目的。
• 選択項目の実施にあたっては、試行であることに留意し、実施可能な範囲にとどめる。
• 必須項目に反映していくことを前提に、選択項目については積極的な挑戦を前提とする。
要求事項（リクワイヤメント）選択項目 （b)を必須とし、各業務・工事で複数項目（原則4項目以上）設定）

項目 目的 概要
a)段階モデル確認書を活用した

BIM/CIMモデルの品質確保
• CIMモデルの品質向上
• マニュアルの試行・改善

• BIM/CIM活用項目を実施するにあたり、「段階モデル確認書」に基づきBIM/CIMモ
デルの共有、確認等を実施し、活用した場合の効果や課題について抽出すること

b)情報共有システムを活用した関係
者間における情報連携

• 情報共有の制度化
• ASP機能要件の改善

• 建設生産プロセス全体における品質確保を図るため、情報共有システムの３次元デー
タ等表示機能等を活用し、受発注者等の関係者間における情報連携を実施すること

c)後工程における活用を前提とする
属性情報の付与

• 属性情報の標準化
• ガイドラインの拡充

• ガイドラインに沿った属性情報以外に、当該事業の特性等から追加すべき属性情報を
検討し、その利用目的や利用にあたっての留意点等を一覧表としてとりまとめること

d)工期設定支援システム等と連携し
た設計工期の検討

• 4Dモデルの標準化
• マニュアル化の基礎資料

• 『設計－施工間の情報連携のための４次元モデルの考え方(案）』を参考に、想定す
る施工順序等と連動するよう、施工ステップ等に沿ったBIM/CIMモデルを構築すること

e)BIM/CIMモデルを活用した工事
費等の算出

• 5Dモデルの基礎資料
• 新積算手法の検討

• BIM/CIMモデルから概算事業費の算出に必要な各数量を算出するとともに、算出さ
れた数量に基づく概算事業費の算出を行うこと

f)契約図書としての機能を具備する
BIM/CIMモデルの構築

• 3DAモデルの課題整理
• 表記標準の試行・改善

• 「表記標準」に従い、契約図書としての要件を備えたBIM/CIMモデルを作成すること。
また、作成した３次元モデルと２次元図面との整合性について確認すること

g)異なるソフトウェア間で互換性を有
するBIM/CIMモデルの作成

• 照査の品質向上
• 3D照査手法の構築

• IFC形式またはJ-LandXML形式のBIM/CIMモデルについて、異なるソフトウェア間に
おける属性情報の欠落、参照情報のリンク切れ等の互換性を確認すること

h)BIM/CIMモデルを活用した効率
的な照査

• 照査の品質向上
• 3D照査手法の構築

• ３次元モデル及び属性情報を活用することで効率的かつ確実な実施が見込まれるも
のの選定を行い、BIM/CIMモデルを活用した効率的な照査を実施すること

i)施工段階におけるBIM/CIMモデル
の効率的な活用方策の検討

• フロントローディング
• 施工の合理化

• CIMモデルを用いた仮設計画、施工計画を行うこと
• ３次元計測と連携した出来形管理を検討、実施すること

j)BIM/CIMを活用した効率的な監
督・検査

• 監督・検査の効率化
• マニュアルの拡充

• ICTを活用した３次元計測と連携しすることでBIM/CIMモデルを活用した効率的かつ
確実な監督・検査の実施に向け、必要な事項を取りまとめること

業務
工事

業務
工事

業務
工事

業務
工事

業務
工事

業務
工事

業務
(工事)

業務
工事

(業務)
工事

新
規

業務
工事

新
規 37
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『３次元情報活用モデル事業』におけるBIM/CIMの高度利活用

小禄道路

一般国道５号 倶知安余市道路

鳴瀬川総合開発事業

・中部横断自動車道
・新山梨環状道路

大河津分水路改修事業

国道２号大樋橋西高架橋

・円山川中郷遊水地整備事業
・北近畿豊岡自動車道 豊岡道路

新丸山ダム建設事業

松山外環状道路インター東線

立野ダム本体建設事業

モデル事務所

事業段階 ３次元情報活用モデル事業 i-Constructionモデル事務所

維持管理※ 中部横断自動車道 甲府河川国道事務所 【関東】

施工 一般国道５号 倶知安余市道路 小樽開発建設部 【北海道】

施工 大河津分水路改修事業 信濃川河川事務所 【北陸】

施工 円山川中郷遊水地整備事業 豊岡河川国道事務所 【近畿】

施工 北近畿豊岡自動車道 豊岡道路 豊岡河川国道事務所 【近畿】

施工 国道２号大樋橋西高架橋 岡山国道事務所 【中国】

施工 立野ダム本体建設事業 立野ダム工事事務所 【九州】

詳細設計 新丸山ダム建設事業 新丸山ダム工事事務所 【中部】

詳細設計 小禄道路 南部国道事務所 【沖縄】

予備・詳細設計 新山梨環状道路 甲府河川国道事務所 【関東】

予備設計 鳴瀬川総合開発事業 鳴瀬川総合開発工事事務所 【東北】

予備設計 松山外環状道路インター東線 松山河川国道事務所 【四国】

※ 一部開通済、
2020年全線開通予定
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令和２年度の実施予定

信濃川河川事務所（i-Constructionモデル事務所）の取り組み〔大河津分水路改修〕

検討項目 令和元年度の取り組み内容

監督検査の
合理化

3Dデータの利
活用検討

施工管理の
高度化

VR/ARによる橋台の
段階検査を試行し、
実用性確認を実施

ＩＣＴ施工ログを使用
し、次発注工事への活用
法を検討
３Ｄモデルを用い、山地

部掘削工事及び橋梁下
部工事にて土量、躯体、
鉄筋等の自動算 出を実
施

VRによる施工ステップ、
鉄筋の干渉確認を実施

VR技術を活用した監督検査の試行
（現場立ち合いの軽減）
AR技術を活用した監督検査の試行
（現場段取りや計測作業を軽減）
3次元データを活用した監督検査マニュアルの
素案検討

山地部掘削工事を対象に以下を実施
完成データの次工事起工測量への活用試行
（3件程度を予定
3次元データを契約図書とする工事発注
（1件程度を予定）
3次元データを活用した積算方法の検討

詳細な施工ステップの活用（フロントローディン
グ）
クラウドシステムを活用した土工管理・工程管
理
（山地部掘削工事で取得する出来形測量データ・工事
写真をクラウドで受発注間で共有し、進捗確認、書類
の簡素化を試行）
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信濃川河川事務所（i-Constructionモデル事務所）の取り組み〔大河津分水路改修〕

■３Ｄデータを契約とする工事の試行

ＩＣＴ施工ログを使用し、次発注工
事への活用を検討。

３Ｄモデルを用い、山地部掘削工
事及び橋梁下部工事にて、土量、
躯体、鉄筋等の自動算出を実施。

■施工管理の高度化

VRによる施工ステップ、鉄筋の干
渉確認を実施

■監督検査の合理化

VR/ARによる橋台の段階検査を
試行し、実用性を確認
山地部掘削でもVR/ARによる
段階検査の試行

■維持管理

統合CIMモデルへ河床測量デー
タの組み込みを実施。
ARによる確認も可能になった。

■人材育成

3次元活用演習を実施
i-Constructionモデル事務所勉強
会を開催

■啓発活動他

情報共有システム（KOLG）を構築

し、多くのプロジェクトによる運用
を実施。

大河津分水路改修事業は『３次元情報活用モデル事業』に指定されており、集中的・継続的に
３次元データを活用することを前提とし、事業プロセスの改善に取り組み、建設生産・管理システム
全体の効率化を目指します。
大河津分水路改修事業における効率的な事業監理を目標に、令和元年度は主に、「３次元デー
タによる設計・工事発注」、「３次元データを活用した監督検査の合理化」への取り組みを推進。

信濃川BIM/CIM勉強会
（令和2年2月7日）
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全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化等）

R1年度の取り組み

〇大型プレキャストボックスコンクリートの予備・詳細設計にて作成した現場打ちとプレキャストの比較検討ケース
を収集し、経済性以外の理由からプレキャストを選定した事例をフローに整理。

〇今後も、引き続き比較検討事例を収集し、プレキャストの「具体的な選定理由」を追加・活用推進を図る。
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全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化等）

比較検討事例 ： １．現場条件 （１）事業展開  構造物施工後の全体工程に影響

・地元説明 ： 用水切り回しによる函渠施工のため「休耕となる冬期」に完了させて欲しいとの要望あり
・施工時期 ： 稲刈り後の１１月～３月で完了させるため「プレキャスト」を採用

プレキャスト ： ４ヶ月で完了可能 → ○
現場打ち ： ７ヶ月かかり不可 → ×

トンネルの掘削時期に合わせてプレキャスト函渠を施工することにより、最適な運搬距離で流用土を活用

効率的に事業を展開
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全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化等）

比較検討事例 ： ３．施工時の安全性 （１）労働災害の抑制

屋内
136人

屋外
269人

屋外
530人

0 100 200 300 400 500

プレキャスト

現場打ち

総労働者数

・各形式の屋内外作業割合では、100%屋外作業の現場打ちに
対して、プレキャストはトータルで20%減の労働者数で施工可能。

・結果として、災害発生リスクを20%軽減できる。

≪詳細設計のポイント≫
◆背景 製作～施工まで全ての作業工程を現場作業で行う現場打ちは、

必然的に労働災害の発生リスクが高くなる傾向にある。

「施工時の安全性」という評価項目を設定し、総合的に比較した結果、

プレキャストを採用。

80%

100
%

（比較表）

（出典：プレキャストの屋内作業人工は「（一社）北陸土木コンクリート協会への実態調査より）

労働力
（災害発生リスク）

２０％軽減

参考：総労働者数の割合

※作業人工の算出条件
①現場打ちB10m×H7.5m、L≒31m、プレキャストB9.9m×H7.5m、L≒35m
②屋内；プレキャストＢＯＸ製作、②屋外；据付（現場打ちは製作も含む）

※比較表の安全性欄にある10m当たりの人工根拠；屋外作業のみの人工数
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全体最適の導入（コンクリート工の規格の標準化等）

比較検討事例 ： ４．構造性 （１）劣化・損傷の抑制

22箇所

17箇所

11箇所

17箇所

1箇所

3箇所

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プレキャスト

現場打ち

損傷度毎の割合

損傷有 約55%

損傷有 約35%

損傷度 損傷の有無 補修の要否

Ⅰ なし 否

Ⅱ あり
要：補修は必要

ただし経過観察

Ⅲ あり 要：速やかな補修

【損傷
度】

・現場打ちとプレキャストの劣化や損傷発生率に対して、ボック
ス

点検データから現場打ちとプレキャストの劣化や損傷発生率を
評価。

≪詳細設計のポイント≫
◆背景 現場や気象条件に左右される現場打ちは、構造物の品質に加え、供用後の

劣化や損傷発生率にも影響する。

劣化や損傷の抑制（しにくさ）に着目した「構造性」という評価項目を設定し、
総合的に比較した結果、プレキャストを採用。

（比較表）

（出典：北陸地方整備局管内構造物点検結果より）

長期的な劣化・損傷
発生率 ２０％低減

参考：北陸地整管内で竣工から20年経過したBOXの損傷度
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施工時期の平準化 への取組み

公共事業は年度当初・年度末に閑散期・繁忙期が生じる傾向にあり、地域建設産業の経営・担い手確保への課題であると認識。
そのため、i-Construction施策の柱の一つに施工時期の平準化位置付け、取組んでいる
当面の平準化目標を、閑散期（４－６月）の平均稼働件数を前年度の年平均稼働件数に比し０．９以上と設定（以下、「平準化
率」という。）
2020年度にあっては、繰越制度の活用、ゼロ国債の活用、早期発注及び令和元年度補正予算の早期執行により、平準化率
１．０以上となり、前年度平均稼働件数と同等の件数を達成

 凡　　　　例
: 契約件数（実績＋見込） : 2019年10月時点での実績＋見込

: 完了件数（実績＋見込） : 2020年1月時点での実績＋見込 ・・・①翌債の活用による効果

: 2020年度　早期発注工事　実績＋見込 ・・・②早期発注・当初ゼロ国債の活用による効果

: 年間平均稼働件数 : 2019年度２次補正工事　実績＋見込 ・・・③2019年度2次補正による効果

: 四半期別平均稼働件数 : 2020年度　発注工事　実績＋見込

2021年度2019年度 2020年度

工
事
件
数

（

件
）

2018年度　　

0

100

200

300

400

500

600

12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7

早期発注・当初ゼロ国債活用による効果

繰越制度の活用による効果

補正予算の効果

1.05=平準化率
（前年度　年平均稼働値）

（4-6月間平均稼働値）
=

一般土木月別工事稼働件数の見通し
（2020年4月期発注見通しによる集計）
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工事の平準化（工事発注サイクル見直しのイメージ）

工事の終期は３月末が多く、年度末に土休日施工（所定外労働時間）が増加する傾向。
工事において、当初予算からゼロ（国）債の活用が可能（H29年度～）。
事業内容に応じて、出水期前工期末（繰越）、降雪期前工期末（年内完成）を設定。
設計ストックの業務発注も含め、建設生産システム全体で施工時期の平準化を実現。

前 年 度 当 該 年 度 翌 年 度

下 期 上 期 下 期 上 期

工
事
上
半
期

発
注
パ
タ
ー
ン

河
川
・道
路

工
事
下
半
期

発
注
パ
タ
ー
ン

河
川
・道
路

工
事
下
半
期

発
注
パ
タ
ー
ン

砂
防

公

告

契

約

完

成

施工
発注

手続き
公

告

契

約

施工
発注

手続き

公

告

契

約

完

成

施工

発注
手続き

公

告

契

約

施工

発注
手続き

ゼロ（国）債
の活用

ゼロ（国）債
の活用

１１月

５月

施工 完

成

５月

公

告

契

約

完

成

施工

発注
手続き 公

告

契

約

施工

発注
手続き

１２月

施工 完

成

１２月

施工 完

成

１１月
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３月 第４四半期 翌年度以降

第１四半期 第２四半期 第３四半期 １月 ２月

１０％以上 １０％以上 ２０％以上 １０％以下 ２０％以下

４～１２月

目標

４０％以上

１～２月

３０％以下

－６０％以下３０％以下

【令和２年度】

【平準化の進め方】

①業務サイクルの見直し検討（早期発注、国債活用）
◆測量、地質調査及び設計の一連の流れを踏まえ、年内工期とする１１月～１２月の早期発注や

国債・翌債の活用等により公告時期から履行期限までを考慮した四半期毎の発注計画を作成す
るなど、計画的な業務発注に努める。

◆定常業務については、9月発注、9月納期とするなど、業務発注サイクルの見直しを検討
②適切な履行期間の確保

◆履行期間は、積算基準書の「履行期間の算定」等に基づき、適切な期間を確保すると共に、出来
る限り第４四半期納期としない。（目標は１２月末を目処に）

③納期延期の抑制
◆分離発注出来ない明確な理由がある場合を除き、出来る限り追加業務の指示、及びそれに伴う

納期延期（変更）は行わない。
◆やむを得ず追加業務を指示する場合は、業務量について受注者と充分協議し、納期延期を伴わ

ない範囲とする。
④繰越の検討

◆やむを得ず追加業務に伴う納期を延期する場合、できる限り早く（遅くとも１２月までに）受注者と
協議したうえで納期を確定させるものとする。（第４四半期納期となる場合には「繰越を基本」とし
て受注者と協議する）

業務の履行期限の平準化について
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i-Construction推進体制とサポートセンター
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i-Construction推進体制とサポートセンター

地方ブロック i-Construction 地方協議会 サポートセンター

北海道
北海道開発局i-Construction推進本部
ＩＣＴ活用施工連絡会

i-Constructionサポートセンター
（北海道開発局事業振興部 011-709-2311）

東北 東北復興i-Construction連絡調整会議
東北復興プラットフォーム
（東北地方整備局企画部 022-225-2171）

関東 関東地方整備局i-Construction推進本部
ＩＣＴ施工技術の問い合わせ窓口
（関東地方整備局企画部 048-600-3151）

北陸 北陸ＩＣＴ戦略推進委員会
北陸i-Conヘルプセンター
（北陸地方整備局企画部 025-280-8880）

中部 i-Construction中部ブロック推進本部
i-Construction中部サポートセンター
（中部地方整備局企画部 052-953-8127）

近畿 近畿ブロック i-Construction推進連絡調整会議
i-Construction近畿サポートセンター
（近畿地方整備局企画部 06-6942-1141）

中国 中国地方 建設現場の生産性向上研究会
中国地方整備局i-Constructionサポートセンター
（中国地方整備局企画部 082-221-9231）

四国 四国ＩＣＴ施工活用促進部会(仮称）（H29.4予定）
i-Construction四国相談室
（四国地方整備局企画部 087-851-8061）

九州 九州地方整備局 i-Construction推進会議
i-Construction普及・推進相談窓口
（九州地方整備局企画部 092-471-6331）

沖縄 沖縄総合事務局「i-Construction」推進会議
i-Constructionサポートセンター
（沖縄総合事務局開発建設部 098-866-1904）

産学官が連携・情報共有し、各地域において建設現場の生産性向上に取り組むため、i-Construction
地方協議会を構築
i-Constructionへの相談窓口として各地域にサポートセンターを設置
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